
－  － 憎
㎈ 
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１．【連結財務諸表等】 

（１）【連結財務諸表】 

  ①【連結貸借対照表】 

 

  





          1,219,179 100.0

‡U ”„•ãŒ´‰¿   1,001,418 83.1  993,393 81.5
  ”„•ã‘•—˜‰v   203,331 16.9  225,786 18.5
‡V ”Ì”„”ï‹y‚Ñˆê”ÊŠÇ—•”ï      

1•D‰^‘—”ï  30,321  31,247  

‡W ‰c‹ÆŠOŽû‰v      

1•DŽóŽæ—˜‘§  2,188  1,226  

2•DŽóŽæ”z“–‹à  683  993  

3•D‹Æ–±•ª’S‹à  14,699  12,942  4. Ž••ª–@“ŠŽ‘—˜‰v  5,585  6,021  5•D‚»‚Ì‘¼  13,338 36,494 3.0 11,011 32,195 2.6
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項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

 なお、持分法を適用していないのは、非連

結子会社44社（福徳海運（株）他）及び関連

会社 19 社（（株）ジルコプロダクツ他）であ

ります。 

これらの会社の当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等の

それぞれの合計額は連結会社、持分法適用会

社のそれらの合計額に比し重要性が乏しいの

で持分法を適用しておりません。 

なお、持分法を適用していないのは、非連

結子会社42社（神協海運（株）他）及び関連

会社 19 社（（株）ジルコプロダクツ他）であ

ります。 

これらの会社の当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等の

それぞれの合計額は連結会社、持分法適用会

社のそれらの合計額に比し重要性が乏しいの

で持分法を適用しておりません。 

 （イ）持分法の適用にあたり発生した投資差額は

発生年度において実質的判断による償却期間

の見積りが可能なものはその見積り年数で、

その他については 5 年間で均等償却（僅少な
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項目 前連結会計年度 当連結会計年度 
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－54－ 

 

項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

(9)消費税等の会計

処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。 

 

同左 

(10)
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（連結損益計算書関係）  

 前連結会計年度 当連結会計年度 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 
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（リース取引関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

（借手側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

（借手側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額  

減価償却累 

計額相当額 

期末残高 
相当額   

取得価額 
相当額  

減価償却累 

計額相当額 

期末残高 
相当額  

 (百万円） (百万円） (百万円）  (百万円） (百万円） (百万円） 

工具、器具 
及び備品他 

 
27,770 

 
16,640 

 
11,129 

工具、器具 
及び備品他 25,788

 
17,076 

187829

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、
支払利子込み法により算定しております。 

（注）同左 
 

(2)未経過リース料期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額 

 １年内  10,481 百万円 １年内  9,279 百万円 
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前連結会計年度 当連結会計年度 

（貸手側） 

１．∂手側） 





－65－ 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 
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（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 当連結会計年度 

(1) 取引に対する取組方針 

当社グループ(当社及び連結子会社)では、投機を

目的としたデリバティブ取引は一切実施しないこと

としております。 

(1) 取引に対する取組方針 

同左 

(2) 取引の内容及び利用目的 

当社グループでは、外貨建取引に係る為替リスク
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前連結会計年度 当連結会計年度 
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２．取引の時価等に関する事項 

為替予約取引    

買 建     

 

市場 

取引 

以外 

の 

取引 

米ドル 5,072 － 5,072 △0 6,830 － 6,830 � △86   

 １ ． 時 価 の 算 定 方 法 
  同左 
２．同左 
 

   

(2) 金利関連 
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前連結会計年度 当連結会計年度 

１．採用している退職給付制度の概要 
(1)当�

１．採用している退職給付制度の概要 

 
 
 
(2)制度別の補足説明 
①退職一時金制度 

 設定時期  設定時期 

当社及び連結子会社（69 社） 会社設立時等 当社及び連結子会社（67 社） 会社設立時等

設跳  (
②適格退職年金 





 ‘Þ•E‹‹•tˆø“–‹à 19,558Š”Ž®•]‰¿‘¹ 20,076

 ŒJ‰„•Å‹àŽ‘ŽY•¬Œv 124,501ŒJ‰„•Å‹àŽ‘ŽY•¬Œv 122,377

 •]‰¿•«ˆø“–Šz •¢17,696•]‰¿•«ˆø“–Šz •¢18,785

 ŒJ‰„•Å‹àŽ‘ŽY•‡Œv 106,805ŒJ‰„•Å‹àŽ‘ŽY•‡Œv 103,591

 ŒJ‰„•Å‹à•‰•Â ŒJ‰„•Å‹à•‰•Â 

 

“y’n•Ä•]‰¿‚ÉŒW‚éŒJ‰„•Å‹à•‰•Â 

3,155•‡•¹Žó“üŽ‘ŽY•]‰¿•·Šz 12,002

 ŒÅ’èŽ‘ŽYˆ³•k•Ï—§‹à 2,427‚»‚Ì‘¼ 11,439

‚P 

ŒJ‰„•Å‹à•‰•Â•‡ŒvP

PŒJ‰„•Å‹àŽ‘ŽY•E•‰•Â‚Ì•ƒŠzPP'€P  
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前連結会計年度 当連結会計年度 

注)繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の 

以下の項目に含まれている。  

注)繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の 

以下の項目に含まれている。 
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前連結会計年度 当連結会計年度 

３ 地方税法等の一部を改正する法律（平成 15 年法律第 9

号）が平成 15 年 3月 31 日に公布されたことに伴い、当

期の繰延税金資産及び負債の計算（ただし、平成 16 年

4月 1日以降解消が見込まれるものに限る）に使用した

法定実効税率は、前期の 42.0%から 40.6%に変更されま

した。その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の

金額を控除した金額）が 2,875 百万円減少し、当期に費

用計上された法人税等調整額が 2,949 百万円増加、その

他有価証券評価差額金（差損）が 5百万円増加、土地再

評価差額金が 79 百万円増加しております。 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 
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（１株当たり情報） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額 98 円 96 銭 

１株当たり当期純利益 0 円 59 銭 

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益 

111 円 23 銭 

7 円 43 銭 

び適用指針を前連結会計年度に適用して算定した場合

の１株当たり情報については、以下のとおりでありま

す。 
 



278,300 

 
1.12 
～3.5 

 
無し 16. 6.10
～24. 1.10

 
当社 

 
無担保変動 
利付社債 
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   ３．※２ 新株予約権付社債の内容は次のとおりであります。 

 

発行すべき株式 普通株式 

新株予約権の発行価額（円）   

株式の発行価格（円）  218 

発行価額の総額（百万円）  30,300 

新株予約権の行使により発行した株

式の発行価額の総額 （百万円） 

 

新株予約権の付与割合（％）  100 





� ø � } � q � Ú � t � | � , � Ú � ç � ç � ú � ù � ó � � � ù � ÿ � ç � ç � ù � ù � ó � ÷ � ü � û � ç � ç

�ù�}	!	�	����ç�Þ�
 �ç � ù � ó � ÿ � ü � þ � ç � ç � ù � ó � ý � û � ü � ç � ç

�ú�õ�ç
��»�Ú�ç�Þ�
 �ç � ø � û � û � ó � ü � ú � û � ç � ç � ø � ú � ø � ó � ø � ú � ü � ç � ç

� û � } 
 a 
 ¼ � ç � ç � ù � ü � ó � ÷ � ý � ù � ç � ç � ú � ÷ � ó � ü � þ � ÿ � ç � ç

� ü � } 
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 a 
 ¼ � ç � ç � ø � û � ó � ÿ � ý � ú � ç � ç � ø � ü � ó � ú � û � � � ç � ç

� ý � } � j � P � ‰ � · � � 
 ¼ � ç � ç � û � ú � ó � ü � ü � ý � ç � ç � û � û � ó � � � ÷ � û � ç � ç

� þ � } � “ � » 
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②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記







�•   �• ���÷�…�²�b�ù	r
ü�-�‰	{�t�|���æ	r�g�-�‰	{�³ 

  
²�Ä�À�å�S�ç�¢��
R �ø�ü �å���D �ù�ü �Ô�£

�à
ü  注記 
販  筆 10 ン38

 区分

 注記

 

販

 筆 10 ン38 

Ⅰ 当期未処理損失   87,698 Ⅰ 当期未処分利益   38,482  
Ⅱ 損失処理額    Ⅱ 利益処分額    

   配当金  4,461 4,461  1.任意積立金取崩額 
   固定資産圧縮積立金取崩額 

 
14,971 
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 重要な会計方針  
 

項目 前事業年度 当事業年度 
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項目 前事業年度 当事業年度 
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項目 前事業年度 当事業年度 
 (5) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当事
業年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき計上しており
ます。 

   会計基準変更時差異は、5年による均
等額を費用処理しております。過去勤務
債務は、その発生時における会計基準変
更時差異の残存費用処理年数で均等に
償却しております。数理計算上の差異
は、その発生時の従業員の平均残存勤務
期間で、それぞれ発生の翌期から定額法
により費用処理することとしておりま
す。 

 

(4) 退職給付引当金 
 同左 

9 差薬ぴ(ゕʁ巡剖(艆事業に る犯棋 10 期匭
年䚯上36給評 事の差薬員事

 同左 
 

 

9 剖 ｸ 宅
理 憤

められん詩の䚯鈒のĎボ協∴(邙〇剖ｸ託
の侮

憤
  同左 
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 注記事項  

（貸借対照表関係） 
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 前事業年度 当事業年度 



 

 (百万円） (百万円） (百万円）  (百万円） (百万円） (百万円） 
建物 75 22 52 建物 95 29 65 

1,831 

 

車両運搬具 587 264 322  車両運搬具 685 333 352  
工具、器具 
及び備品 18,901 11,720 7,181  工具、器具 及び備品 17,774 12,547 5,227  

ソフトウェア 1,031 640

����

 百万円 ①支払リース料 3,254 百万円 
②減価償却費相当額 3,409  

 
②減価償却費相当額 3,254  

(4)減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし【4¾ )減価償却費相当額の算定方法 







	 E � � � Ú � � � » � À � ï � Ò � ð � ç � þ � ú � ó � ø � þ � ÷ �ç � ç � ø � ÷ � ó � ø � þ � ÷ �ç �ç

�ï�Ò�ð�ˆ�c�„�Ñ�Ÿ�Æ�ï�³�ß�ç�¬�ç�”�Ó�ç�ø�þ �ç � ç � � � ó � ø � ÿ � ú �ç �ç

�ï�Ò�ð�*�����×�”�ç�Ã�Ÿ�ï�¬�µ�ç�� �ç � ç � ý � ó � ÷ � ú � ÿ �ç �ç

� Æ � Ò � Â � µ � ¯ � ï � Ò � ð � ç � ÿ � ó ò ‚ � ç � ü � ó � ø � ü � ÷ � ó � þ � ú � �

�ç � ç � þ � ü � ó � ü � ÷ � ý �ç �ç

�ç

�ç �²�4�J�³�ç

� ç � ç �˜�p�Ä�ò�x�K�“�‡�d�œ�{�ç

�ç

�ç�²�f�w���³�ç

	��¨�t�|�Ï���ç�ç�?	��0	°
¯�-	Í�¹�¢
¦�ª���£ �ç

�¢�d�¿���A	Â�J�£�ç�ç�ç

�ç�¢�f�w�����A	Â�J�£�ç�ç�ç

	Z�¿	Â�J�¢���Ï���£�ç �ç � ç � ü � ó � ø � ø � ù �ç  
計  5,112  
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05

－ 218,163 

資本準備金(注.3)      
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被合併会社：神鋼アルミ缶材(株)（旧商号：神鋼アルコアアルミ(株)）の財務諸表 
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重要な会計方針 

項目 最終事業年度 
１．有価証券の評価基準及び評価方法  (1) 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価基準 
 (2) その他有価証券 
  時価のあるもの 
   決算日の市場価格による時価基準 
   （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 
  時価のないもの 
  移動平均法による原価基準 
 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
 

  後入先出法による原価基準 

３．固定資産の減価償却の方法 
 

  定額法 
 

４．引当金の計上基準 
    

  役員退職慰労引当金 
   役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰

労金支給内規に基づく期末要支給額を計上しており
ます。 

 
５．ヘッジ会計の方法   繰延ヘッジ処理によっております。 

 
６．キャッシュ・フロー計算書における
資金の範囲 

 

 キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金
同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容夷  銅
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（キャッシュ・フロー計算書関係） 
 

項目 最終事業年度 
（平成 14 年 12 月 31 日現在） 

現金及び預金勘定 4,106 百万円 
 預入期間が 3ヶ月を越える定期預金  －  

１．現金及び現金同等物の期末残高
と貸借対照表に掲記されている
科目との関係 

 現金及び現金同等物 4,106  

 
（リース取引関係） 
  該当事項はありません。 
 
（有価証券関係） 
その他有価証券で時価のあるもの （百万円） 

最終事業年度末 







―     ― 114

  
計 22,021

摘要 金額

 
（百万円） 

 摘要 金額 
（百万円） 
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 9) 社債 

摘要 金額（百万円） 
 無担保社債 259,800  

  


